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都内在住外国人人口の推移（過去20年：平成17年～令和6年）
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（出所）東京都の外国人人口（総務局）（各年1月1日）

〇在住外国人人口は、東日本大震災の発災に伴い一時的に減少したものの、平成26年以降は
増加に転じ、令和2年までの8年間で約18万人が急増

〇新型コロナウイルスの流行に伴い、令和3～4年は減少したが、令和6年に約64.7万人に増加
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都内総人口に対する在住外国人人口の割合の推移（過去20年：平成17年～令和6年）

〇平成17年から平成25年までは3.0%前後で推移していたが、平成26年以降、在住外国人人口の増加
に合わせて、その割合も増加傾向となり、令和６年には4.7%まで到達

〇東京23区の在住外国人の割合は5.6％と、都内全域よりも約１％高く、区部に多く在住している傾向
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（出所）住民基本台帳による東京都の世帯と人口、東京都の外国人人口（総務局）（各年1月1日）
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都内総人口に対する在住外国人人口及び日本人人口の対前年増減の推移（過去20年：平成17年～令和6年）

〇平成17年から令和２年までの都内総人口における対前年増減数と外国人人口の増加には直接的な
因果関係は見られない。

〇一方、コロナ禍以降の入国規制緩和後は、都内総人口における対前年増減数に外国人人口の増加が

大きな影響を及ぼしている

（出所）住民基本台帳による東京都の世帯と人口、東京都の外国人人口（総務局）（各年1月1日）
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都内在住外国人人口及び外国人割合の推移（昭和55（1980）年～令和６（2024）年）

〇東京に暮らす外国人は2024年現在64.7万人であり、1980年と比較して5.8倍となっている。
〇特に2014年以降は急増傾向にあり、2015年から2024年は外国人数が1.6倍となっている。

（出所）住民基本台帳による東京都の世帯と人口、東京都の外国人人口（総務局）（各年1月1日） 5
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東京都 全国に占める割合 調査年度

企業数（個人経営＋会社企業） 424,079社 12.5% 2021年

外資系企業数 2,374社 75.3% 2023年

大学数 144校 17.8% 2023年

（出所）
*1 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」※各年10月末現在
*2 文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」※各年5月1日現在
*3 東京都政策企画局「都の広報・広聴に関する世論調査」（令和6年度）
*4 東京都産業労働局「グラフィック東京の産業と雇用就業2024」、文部科学省「学校基本調査」
*5 法務省「在留外国人統計（令和6年12月末現在）」
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在住外国人に対する基礎調査（生活情報を入手する際の課題等）



東京都の総人口・外国人人口

〇100年に１度の未曾有の危機とも言われる新型コロナウイルス感染症は、都心部からの転出傾向や外国人の帰国に

加え、婚姻や出生数の減少傾向がみられるなど、人口動態にも大きな影響を与えた。

〇2023年５月の５類移行後は、社会経済活動が回復し、外国人人口の増加等により、総人口は1,418万人となった

出典：未来の東京戦略附属資料 東京の将来人口 https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/choki-plan/data-population
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https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/choki-plan/data-population


在留資格別の推移

出典：未来の東京戦略附属資料 東京の将来人口 https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/choki-plan/data-population
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東京の将来人口推計（１）

出典：未来の東京戦略附属資料 東京の将来人口 https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/choki-plan/data-population
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東京の将来人口推計（２）

出典：未来の東京戦略附属資料 東京の将来人口 https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/choki-plan/data-population
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東京の将来人口推計（３）

出典：未来の東京戦略附属資料 東京の将来人口 https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/choki-plan/data-population
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東京の将来人口推計（４）

出典：未来の東京戦略附属資料 東京の将来人口 https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/choki-plan/data-population

13

https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/choki-plan/data-population


〇2020年は現役世代（生産年齢人口）約3人で1人の高齢者を支えていることになるが、
2050年には約2人で1人の高齢者を支えることとなる
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「国勢調査」（総務省）、「地域別将来推計人口（令和5年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）を基に作成



日本の外国人人口推計
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在住外国人の総人口に占める割合

〇日本国内の在住外国人は2020年の275万人から2070年には939万人に増加すると試算
（総人口に占める割合は2020年の2.2％から2070年には10.８％に拡大）
〇なお、2023年12月末現在の在留外国人数は341万人であり、2023年推計値の336万人を超えている
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「日本の将来推計人口（令和5年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）より



東京都多文化共生推進指針策定後の国の外国人施策について（１）

• 骨太の方針「新たな在留資格の創設
• 出入国管理法及び法務省設置法の改正
• 外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策

• 新たな在留資格「特定技能」による受入れ開始
• 出入国在留管理庁の発足
• 日本語教育推進法の制定 → 円滑なコミュニケーションを実現する環境の整備

• 文化庁「日本語教育基本方針」
• 総務省「多文化共生推進プラン改定」
• 入管庁「外国人在留支援センター（FRESC)」開設
• 入管庁・文化庁「やさしい日本語のガイドライン」

2018年

2019年

2020年

人口減少化による人手不足の深刻化を受け、外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取
組とともに、外国人との共生社会の実現に向けた環境整備を推進
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東京都多文化共生推進指針策定後の国の外国人施策について（２）

• 日本語教育機関認定法可決成立 → 日本語教育の「質の確保」
• 特定技能２号の対象分野が大幅拡充（家族帯同も可能に）
• 外国人留学生の受入れ計画を30万人から40万人に上方修正

• 「育成就労制度」の創設を盛り込んだ入管法改正案が可決・成立
（公布日から起算して３年以内に施行予定）

• 外国人支援コーディネーター研修開始
→ 生活上の困りごとを抱える外国人を適切な支援につなげることのできる人材の育成

• 日本語教育機関の認定と日本語教員試験の実施→日本語教員の登録

• 外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ
（安全・安心な社会/多様性に富んだ活力ある社会/個人の尊厳と人権を尊重した社会）

2024年

2022年

外国人との共生社会の実現に向けて、目指すべき外国人との共生社会のビジョンと取り組むべき方
策等を示すロードマップを策定

2023年
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